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36％ 46％ 10％ 7％
議長のみが参加す
る。








































































































































































































































































































































































































































































tion for citizenship and the teaching of democracy in 
schools」（通称：クリックレポート）の内容に基づ
き、中等教育段階での必修科目としてシティズン
シップ教育が導入された。「クリックレポート」では、
シティズンシップ（市民性）を構成する 3つの要素
として「社会的道徳的責任」、「共同体への参加」、「政
治的リテラシー」が挙げられており、この中でも特
に「政治的リテラシー」について重要度の高いもの
であるとしている。クリックによれば、シティズン
シップ教育はともすれば、「ボランティア活動や社
会活動に参加すること」になりがちであるが、それ
では「単なる使い捨ての要員」を育てるだけになっ
てしまうと批判する。そして政治文化の変革を担う
積極的な市民の育成こそが、シティズンシップ教育
の中心に位置づけられるべきであると主張する17）。
シティズンシップ教育は、単に市民の社会参加を促
すだけではなく、市民の政治的教養を育て政治への
主体的な関わりを高めることを目的としていると言
える。
　日本においてシティズンシップ教育という言葉が
広まるきっかけとして、2006年 3月に出された、
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経済産業省による「シティズンシップ教育と経済社
会での人々の活躍についての研究会報告書」がある。
経済産業省では、2004年に実施した調査によって、
「社会における階層化や分裂現象が顕著となってい
ることを問題と考え、有効な解決方法のひとつとし
て、シティズンシップ教育の可能性について調査し、
その普及にむけた提言を行うため」この報告書を作
成した。
　報告書では、日本において、多くの人々が一定の
経済的豊かさを享受できるようになり、社会におけ
る意思決定に関わったり、社会や地域へ参加・貢献
したりすることの必要性を認識したりするように
なったことを、「市民社会の成熟」と呼んでいる。
一方で、社会の変化に押し流されて自分自身の生活
を守ることができなくなったり、自己実現や個性発
揮の可能性が低下したりして、人生の幸福感や達成
感などを得にくく感じている人が増えていることを、
「階層化や分裂現象」と表現している（5─6頁）。こ
の報告書では、成熟しつつも階層化などの課題のあ
る社会状況におけるシティズンシップ教育の重要性
について、次のように述べている（9頁）。
　「成熟した市民社会が形成されていくためには、
市民一人ひとりが、社会の一員として、地域や
社会での課題を見つけ、その解決やサービス提
供に関わることによって、急速に変革する社会
の中でも、自分を守ると同時に他者との適切な
関係を築き、職に就いて豊かな生活を送り、個
性を発揮し、自己実現を行い、さらによりよい
社会づくりに参加・貢献するために必要な能力
を身に付けることが不可欠だと考えます。そし
て、その能力は、現代社会を生きる全ての人々
が元来持ち合わせているべきものであると考え
ます。一方で、こうした能力を身に付けること
は、いかなる人々にとっても、個々人の努力に
負うことには限界があり、家庭、地域、学校、
企業、団体など、様々な場での学習機会や参画
機会の保障を通じてはじめて体得されうるもの
であると考えます。このため、市民一人ひとり
がこうした必要な能力を持つようになる上で、
教育の果たす役割は重要です。
　　　私たち研究会では、これまで述べてきたよう
な能力を市民一人ひとりが身に付けることを目
標にした教育を「シティズンシップ教育」と呼
び、シティズンシップ教育の具体的な内容や実
施のあり方を検討することとしました。シティ
ズンシップ教育を通じ、わが国においても、成
熟した市民社会が形成されることを期待しま
す。」
　この報告書による提言の特徴は「成熟した市民社
会の形成」という言葉によって表されている。「成
熟した市民社会の形成」について、この報告書の中
では、「わが国は、敗戦から復興し、高度経済成長
を経て、世界でも有数の経済水準を達成するととも
に、ようやく、自立・自律した個人が活躍する時代
を迎えつつあります。そして、多様な価値観や文化
を持つ人々で構成される、いわば成熟した市民社会
が形成されうる状態になりつつあります。」（3頁）
と述べられている。2006年頃の日本は、経済的な
成熟と安定に加えグローバル化の影響が日増しに大
きくなる時期であったと考えられ、そうした時代を
生きる市民を育てるためにシティズンシップ教育が
重要であるということであろう。
　また同じく 2006年の 12月の教育基本法の改正も
シティズンシップ教育という言葉の広がりに影響を
与えた 。同法の教育の目標（第 2条）の三において、
「公共の精神に基づき、主体的に社会の形成に参画し、
その発展に寄与する態度を養うこと」が明記され、
社会への参画と発展に寄与するための手法として、
シティズンシップ教育が注目されるようになった。
ただし、2006年の教育基本法改正では、「公共の精神」
の定義や「態度」を評価することの難しさなどにつ
いて、国会においても議論がなされた18）。そのため、
2006年の教育基本法の改正がシティズンシップ教
育への関心の高まりにどう関係しているかについて
は、この法律の改正について肯定的に捉えるか否定
的に捉えるかによって異なる議論の生じるところで
ある。
　クリックレポート及び経済産業省の報告書、教育
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基本法の改正についてまとめると、いずれも社会に
主体的に参加する市民をどのように育成していくの
かという点が主眼となっていると言える。現実社会
の課題について考えることで、社会に主体的に参画
する生徒の力を養おうとする点において、シティズ
ンシップ教育で取り組まれてきた手法を用いている
と言えるだろう。ただし、経済産業省も改正教育基
本法も、社会を創り出す市民ではなく与えられた課
題に「主体的に」対応する市民を想定している可能
性があることに、留意が必要である。
　⑶　18歳選挙権がシティズンシップ教育と主権者
教育に与えた影響
　ここまで述べたシティズンシップ教育の取り組み
と、筆者が取り組んできたような選挙や議会への関
心を高めることを目的とした主権者教育の実践との
関係について考えてみたい。
　まず明らかなこととして、「生徒に民主主義社会
を構成する主権者として必要な力を身につけさせる」
ことが両者の共通した目的であるということがある。
目的を同じくする一方で異なる点は、社会の課題か
ら選挙や議会にアプローチするか、選挙や議会にア
プローチすることで社会を認識するのかということ
である。シティズンシップ教育の視点から選挙や議
会への関心を高めようとするのか、選挙や議会への
関心という視点から、シティズンシップ教育の領域
に入っていくのかという関係に、両者はあると考え
る。
　ここまで本稿においては、今は「選挙や議会に近
いところから主権者教育のプログラムを作成するこ
とが重要である」旨を述べてきた。これは、18歳
選挙権が導入されて間もない今だからこそ、高校に
おける主権者教育のモデルを創ることが必要である
との考えからだ。しかし、これはシティズンシップ
教育の取り組みと対立したり、それを否定したりす
る関係にあるものではない。主権者として必要な力
を身につけさせるという同じ目標に対し、選挙や議
会に近いところから出発するか、社会の課題を考え
ることから出発するかの違いであり、それぞれの取
り組みが進むことで、両者の重なり合う部分が拡大
してきている。このように異なるアプローチから、
両者が相互作用を発揮しながら発展することで、次
なる主権者教育の姿が見えてくるはずだ。
　また、18歳選挙権が導入される 2016年よりも以
前から議論されていたシティズンシップ教育には、
高校において政治教育を行うことがタブー視される
中 、政治的中立性を疑われる恐れのあることを回
避しつつ、生徒の政治的教養を高めるために、何を
どこまで行うことができるのかという不安があった
のではないかと考える。それが、現在では主権者教
育副教材『私たちが拓く日本の未来』の作成・配布
や文科省新通知及び現場における様々な主権者教育
の実践例の蓄積によって、2016年以前よりも選挙
や政治に直接関わる形の指導を行える環境が整って
きている。
　そのため、かつてのシティズンシップ教育であれ
ば、「自分の住む町の課題やその解決方法を考える」
ところで終わっていたが、現在のシティズンシップ
教育においては、生徒が考えた地域の課題解決のた
めに、議会に請願を行うなどの取り組みにつなげる
こともできるだろう。実際に長野県立松本工業高校
において、松本市議会に対し、「高校生や高齢者な
ど交通弱者に配慮した、公共交通の充実」を求める
請願を行った例19）などもある。また、同様にこれ
までの授業であれば「政治家の発する意見を新聞等
から集約する」ところで終わっていた取り組みを、
実際に政治家にインタビュー調査を行うなどよりア
クティブな形へ昇華させることが可能であろう。
　18歳選挙権導入後に行われた様々な主権者教育
において、政治的中立性に関する課題についての議
論がかつてよりも進み、懸念が解決された部分もあ
る。そのため、シティズンシップ教育で取り組まれ
てきた事例と、私の行ってきた選挙や議会に焦点を
当てた主権者教育の事例が融合することで、次のス
テップの主権者教育は、上で例としてあげた生徒に
よる請願やインタビューなどのように、よりダイナ
ミックな取り組みに挑戦できるようになってくると
考える。
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おわりに　―まとめと今後の課題―
　本稿で取り組んだ研究の成果としては、大きく次
の 2点がある。
　1点目は、地方議会と連携した主権者教育を、政
治的中立性を確保することと関連させながら模索し
実践したことである。『私たちが拓く日本の未来』
の教師用指導資料の中でも、政治家と直接関わる主
権者教育の実践について紹介されている。しかし、
実際に学校に政治家を招く取り組みを行うには、市
議会事務局との連携や、意見交換会の形式など技術
的なハードルがある。さらに、政治家と生徒を直接
関わらせる中で、政治的中立性をどのように確保す
るのかという問題についても考えなくてはならない。
筆者が取り組んだ、学校に市議会議員全員を招いた
意見交換会を行う授業実践は、全国的にも他に例の
ないものであり20）、地方議会との連携による主権者
教育の方法を確立したことは大きな成果であったと
考えている。
　2点目は、主権者教育とシティズンシップ教育の
従来の関係性について整理することで、今後の主権
者教育の発展の可能性について検討したことである。
18歳選挙権の導入に関連して全国で行われた主権
者教育の実践や、文部科学省からの新通知によって、
選挙や議会、政治家に対するアプローチが容易に
なった。社会に存在する様々な課題について考える
中で、課題解決のためにこれまでよりも政治に近づ
いたプログラムを考えることが可能になった。これ
により、筆者が行ってきた主権者教育とシティズン
シップ教育との区別は、良い意味でなくなっていく
と言え、より発展的な取り組みを行うことが可能に
なっている。
　一方で、本研究によって新たに浮かび上がった課
題には次の 2点がある。
　1点目は、市議会議員との意見交換会において、
直接政治家と意見交換を行う機会があっても、約 3
割の生徒は政治的な関心が高まらなかったことであ
る。3（3）で述べたとおり、当初から政治に対する
関心が低い生徒は、テレビや新聞などのマスメディ
アに触れる機会が少なかったり、スマートフォンを
使ったインターネットの使用方法が限られたりする
など、このような生徒に政治や社会の課題に関する
情報を提供する方法がないことが明らかになった。
高校生に広く浸透する SNSの使用も友人・知人と
の連絡や交流に限られるといった実態もあった。さ
らに、政治への関心が低い生徒は親が選挙に参加す
る割合が低いということもヒアリング調査によって
分かった。このように、政治への関心が低い生徒に
どうアプローチするかという課題が浮かび上がっ
た。
　一方、マスメディアや SNSなどを通して政治に
関する情報に関わることが少ない生徒が一定数存在
しているということは、全員が受ける授業内での主
権者教育の重要性について再認識する必要があるこ
とを示してもいる。
　2点目は、主権者教育は学校教育全体を通して行
うべきことであるという認識が、学校現場に広がっ
ていないことである。教科の特性から地歴・公民科
の教員が中心的な役割を担う必要があるものの、
様々な経験や専門性を持つ各教科の教員がそれぞれ
の視点から取り組むことで、社会的な課題に対する
多様な取扱いが可能となり、より効果的な主権者教
育が実現する。また、こうした認識が広がることで、
主権者教育を行う際の負担が地歴・公民科の教員に
偏っている、主権者教育が模擬投票のような特別の
イベントとしてしか行われない、主権者教育を行う
ための時間の確保が難しいといった課題の解決の糸
口も、見つけやすくなるだろう。
　学校全体で行う日常的な主権者教育として、具体
的には、生徒会活動や学校行事などで生徒の主体的
な取り組みを促す、様々な授業でディスカッション
の機会を導入する、ホームルーム活動で様々な意思
決定の方法を経験させるなどのことが想定できる。
　主権者教育は学校全体で行うという前提の上で、
地歴・公民科以外の教科の教員も主体的に主権者教
育に関わっていくことを目指していくには、「社会
的な課題に対する深い理解」を他教科の教員がどの
ように実現していくかということが課題となる。
　これら二つの課題は、いずれもすぐに解決するこ
とが難しいものである。しかし、18歳選挙権導入
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に伴う主権者教育はまだ始まったばかりである。こ
れらの課題を解決するための取り組みを継続し、よ
り有効な主権者教育のあり方を模索していかなくて
はならない。「主権者教育」を一時のブームで終わ
らせることのないようにし、生徒の政治へのリテラ
シー向上にとってより効果的なものとするために、
今後も絶え間ない研究と実践を行っていきたい。
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どのようにして「社会的意思決定」を学ぶのか―」慶應
義塾大学湘南藤沢学会「第 14回研究発表大会」抄録集
（2016年）
森　　正「若年層の低投票率と主権者教育の課題」、Voters、
No.52（2019年）
【注】
1）文部科学省通知「高等学校等における政治的教養の教育
と高等学校等の生徒による政治的活動等について（通知）」
（27文科初第 933号）において、政治的教養を育む教育（以
下「政治的教養の教育」と言う。）と表記されている。また、
文部科学省が行っている高等学校向けの実態調査において
は、「主権者教育（政治的教養の教育）」と表記している。
2）ここでは、選挙においてどのように投票先を決定するか
について、そのプロセスを学ばせる取り組みを指している。
3）配布は 2015年 12月に全国の高校に在学する生徒を対象
峯　川　浩　一・斎　藤　　　周68
に行われた。以降、新入生を対象に毎年配布が行われてい
る。また 2019年には参議院の定数や、比例代表制の特定
枠などに関する記載事項が変更された。教員向けには『私
たちが拓く日本の未来　教師用指導資料』が配付されてい
る。
4）44年通達と共通の表現。
5）教育における政治的中立性とは何か、それをどのように
確保すべきかについては、峯川浩一・斎藤周「高校におけ
る主権者教育実施の課題と政治的中立性」群馬大学教育学
部紀要 人文・社会科学編 69巻（2020年）39-53頁で論じ
た。
6）http://www.soumu.go.jp/main_content/000141752.pdf
7）林　大介『「18歳選挙権」で社会はどう変わるか』（集
英社新書、2016年）、78頁。
8）http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/nc/1363082.htm
9）文部科学省は「政治的教養を育むための教育」と表現し
ている。総務省や明るい選挙推進協議会は「主権者教育」
という言葉を使っている。本稿では、これらをまとめて「主
権者教育」と表現する。
10）林前掲 79頁。
11）総務省「常時啓発事業のあり方等研究会」前掲注 6。
12）東京都大田区、世田谷区、練馬区の区議会議員選挙は単
一選挙区で定数 50人。全国市議会議長会「市議会議員定
数に関する調査結果」（2019年 7月）参照。
13）「GACHi」は、「群馬県議会アクティブ・シチズンシッ
プ・ハイスクール」の略。
14）アンケート結果の詳細については、峯川・斎藤前掲注 5
の 39-47頁を参照。
15）沼田市は市街地が台地の上部に、駅が下部に位置してお
り、市内に 5校あるいずれの高校も、駅から向かう場合は
急な坂を登る必要がある。
16）日本シティズンシップ教育フォーラム『シティズンシッ
プ教育で創る学校の未来』（東洋館出版社、2015）。
17）バーナード・クリック『デモクラシー』（岩波書店、
2004）
18）鈴木友紀「教育基本法の全面改正をめぐる国会議論」立
法と調査 No.260（2006年 10月）16頁。
19）産経新聞（2017年 3月 11日）
20）「若者と政治のキョリを近づける」ことを活動目標とす
る学生団体「ivote」が政治家との懇談を企画するなど、
民間レベルで若者と政治家が意見を交わす取り組みは確認
できるが、高校における主権者教育の取り組みとしてのイ
ンタビュー調査については、本稿執筆時点では実施例が確
認できない。
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